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【議員】今年度の市政運営方針で市内主要施設の観光客数を平成３０年度までに１５０万人にするとのこと
で今年度、観光振興戦略プランを策定するとともにモニターツアーを実施するとの事だが、そのスケジュー

ルについて？

【理事者】６月下旬から観光・来訪客の状況及び市場調査等を行い、７月上旬から８月中旬の間にモニター
ツアープランを策定、９月から１２月の間にツアーの実施を予定、来年２月までにプラン策定を完了させ

たい。

【議員】プランの策定の視点については？

【理事者】２つの視点を重視します。その中で他の地域と差別化した『和泉の観光スタイル』を組み込みた
い。また関西地域におけるインバウンドを意識したプランも検討したい。

【議員】他にはないものとして、自衛隊信太山駐屯地との連携で自衛隊体験など加えることはどうか？

【理事者】自衛隊演習場は府内では本市しかなく特徴的なものと言える。ただ観光という視点では困難であ
るとのこと。

【議員】自衛隊の趣旨に沿った形で何らかの取組みを検討願いたい。また観光客誘客に向けて久保惣記念美
術館の魅力をクローズアップして発信していくことを要望する。

【議員】外国人観光客誘客について現時点での考えは？

【理事者】主要観光施設での多言語表記及び戦略的な情報発信など検討したい。

【議員】観光振興に向けてホテル誘致が重要と思うが？

【理事者】市として優遇制度など検討し、各団体と誘致連絡協議会を設立、積極
的に誘致活動を展開していく。

【議員】国内旅行客の拡大とともに国の施策に乗り、外国人観光客の誘致に力を注いでいただきたい。その
ためにもホテルの無い本市にとっては、ホテルの市内誘致は重要な課題でありその実現にむけ努力を強く

要望する。

保険料率が改定されました
保険料は、加入者の人数と、加入者全員の前年所得をもとに計算され、40歳以上65歳未満の人については、介護分の保

険料が加算されます。平成27年度の保険料率は次のとおりです。平成27年度の保険料率は改定されており、加入者の人

数・加入者全員の前年所得が同じであれば、保険料は引き下がります。

ただし、新たに介護分が該当となる場合、限度超過額に到達している場合等は除きます。

平成27年度国民健康保険料率

医療分(全加入者) 後期高齢者支援金分(全加入者) 介護分(40歳以上65歳未満)

所得割額 8.2% 2.7% 2.5%

均等割額 25,680円 8,280円 9,240円

平等割額 22,800円 6,840円 5,160円

賦課限度額 450,000円 120,000円 100,000円

(参考)平成26年度保険料率は次のとおりです

医療分(全加入者) 後期高齢者支援金分(全加入者) 介護分(40歳以上65歳未満)

所得割額 8.8% 2.6% 2.3%

均等割額 27,360円 8,400円 8,880円

平等割額 24,120円 7,080円 5,160円

賦課限度額 450,000円 120,000円 100,000円

保険料の算定は、平成26年度保険料額の3か月分を4～6月分として4月に仮算定し、加入者の前年所得確定後の7月に

本算定を行い、7月分以降で保険料を調整しています。

＜所得割額＞前年の基準総所得金額にかかる保険料 ＜均等割額＞被保険者1人につきかかる保険料

＜平等割額＞1世帯につきかかる保険料 （和泉市ホームページより）



生活困窮者に支援の手

新制度開始から3カ月相談窓口、義務化で充実
働きたくても働けない、働いても最低限度の生活を維持できない―。貧困の連鎖などを背景にして、経済的

に困窮する人を生活保護に至る前段階から支え、自立できるように多方面から後押しする「生活困窮者自立

支援制度」がスタートして3カ月がたった。制度の内容と実施事例などを紹介する。

家賃助成で離職時の住宅確保子どもの学習 無料塾で後押しも

4月から始まった支援制度で大きく変わったのは、福祉事務所のある都道府県や市など約900の自治体に、

生活相談に応じるワンストップ型の窓口の設置を義務付けたことだ。窓口では、相談者の状況に合わせた支

援プランを作成。専門の支援員が福祉事務所などと連携の上で、解決に向けた取り組みを進める。

生活の土台となる住まいの支援も自治体に義務付けた。離職などで住居を

失ったり、失う可能性がある人に対し、一定期間、家賃相当額となる「住

居確保給付金」を支給し、就職に向けた支援を行う。

一方、自治体の判断で行える支援メニューとして、職業訓練などの就労支

援や、ホームレス状態にある人などに一時的な住居や食料の提供、借金整

理など家計の相談・指導、生活困窮世帯の子どもの学習支援などを設け、

国が費用の2分の1～3分の2を補助する。

厚生労働省が6月に発表した、4月の相談件数は全国で2万3019件。また、

新制度が始まった4月以降、自治体の判断で行う支援事業を一つ以上実施

しているのは493自治体に上っている。

生活困窮者は複合的な問題を抱えているため、行政の横断的な対応が欠か

せない。滋賀県野洲市では、関係部署が緊密な連携を取り、住民税や水道

料金の滞納状況などの行政情報をもとに、生活困窮者を早期発見する取り

組みを実施。支援員が家まで出向く「アウトリーチ型」を実践し、中学生

向けの無料塾も好評だ。また、静岡県富士宮市では、高齢者向けの相談窓

口である地域包括支援センターに新たに支援員を配置して全世代的に相談

に応じる体制を整えている。

公明党は、生活困窮者の自立支援について、生活保護に陥る手前のセーフ

ティーネット（安全網）と位置付け、制度の狭間で苦しんでいる人を支えるために積極的に推進してきた。

2012年7月、公明党の山本香苗参院議員（現厚労副大臣）が国会質問で、自治体の先進事例を紹介し「生

活困窮者を地域で支えるネットワークを丁寧につくっていくべきだ」と制度化を提唱。13年3月には、公明

党の厚労部会と生活支援プロジェクトチーム（PT）が政府に対し、きめ細かな相談体制の整備や子どもへ

の学習支援など生活困窮者の自立を促す法整備を急ぐよう要請。13年12月に「生活困窮者自立支援法」が

成立した。

今年2月の参院代表質問では、公明党の山口那津男代表が、同法の4月施行について、「包括的な相談支援

や就労支援などを実施することが重要だ」と訴えた。 公明新聞：2015年7月10日（金）付

和泉市役所（4号館2階）
くらしサポートセンター

福祉総務課 市民生活相談係

お問い合わせ

電話 0725-99-8100
（直通）

ＦＡＸ 0725-41-3110

相談日時：
午前９時～午後５時１５分

【土日祝・年末年始除く】

相談室も備えています

第74号 平成２７年7月号

平成２７年７月１３日に貝塚市民会

館で行われました大阪府南部市議会議

長会主催の議員研修会に参加いたしま

した。講師は、相模女子大学社会マネ

ジメント学科松下啓一教授を迎えて、

２時間にわたり『議会改革－政策提案

能力の向上に向けて」学びました。


